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独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明とその取扱いについて 

 

当機構の業務につきましては、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

医療貸付事業に係る証明書及びその取扱いについては従前よりご協力をお願いし

てきたところですが、先般、各都道府県知事宛令和 6年 10 月 21 日付福医事第 1021001

号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明について」及び各都道府県医務

主管部(局)長宛令和 6年 10 月 21 日付福医事第 1021002 号「独立行政法人福祉医療機

構の医療貸付に係る証明の取扱いについて」にてご案内いたしましたとおり、当該証

明及びその取扱いにつきましては、以降本通知及び別添に基づきご対応くださいます

よう、お願い申し上げます。 

また、医療法施行規則等の改正に伴い令和 6年 4月 1日付で当該証明書の様式の改

正を実施し、別添に記載の取扱いを開始していることを申し添えます。 



 

別 添  

 

○病院 

１ 病院の設置・整備資金の融資に係る別紙１の証明願があった場合は、次の

当機構で定める取扱いの原則にご留意のうえ、別紙２の証明書により証明く

ださい。 

(１)病院の開設又は病院の病床数の増加等に関して医療法（以下「法」という。）

第30条の11の規定による勧告に従わない場合には、融資を行わない。 

(２)貸付けの対象となる病院の病床不足地域の定義は、医療法施行規則（以下

「規則」という。）第30条の30及び規則第30条の31の規定による医療計画に

定められた区域のうち基準病床数に満たない区域であること。 

(３)病床充足地域であっても、規則第30条の32の２の規定に基づく病床を含む

病院及び規則第30条の33第１項に掲げる障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第６項に規定

する療養介護を行う施設である病院の新設又は増床事業であれば、貸付けの

対象とする。 

(４)医療施設近代化施設整備事業の実施について（平成５年12月15日健政発第

786号厚生省健康政策局長通知）に基づき、整備を実施する病院の増改築に

係る乙種増改築資金については、優遇利率を適用する。 

(５)規則第30条の32の２の規定に基づく病床を含む病院の機能の向上に係る

乙種増改築資金については、優遇利率を適用する（減床する場合に限る。）。 

(６)法第30条の４第２項に基づき、医療計画に定める事項の達成の目的を推進

するために整備する病院の増改築に係る乙種増改築資金については、優遇利

率を適用する（減床する場合に限る。）。 

(７)500床以上の病院の建築資金については、法第30条の４第２項第２号に規

定する5疾病6事業等に係る医療連携体制に位置づけられる政策優先度の高

い地域医療等を実施する病院の当該部門の整備への融資に限定する。 

(８)500床未満の病院の建築資金については、法第30条の４第２項第２号に規

定する5疾病6事業等に係る医療連携体制に位置づけられる政策優先度の高

い地域医療等を実施する病院に優先的に融資する。 

(９)法第30条の４第２項第７号に規定する地域医療構想の実現に向けた取組

みを実施する医療機関として認められる病院については、地域医療構想支援

資金の貸付けの対象とする。 

 

 

 



 

２ 証明書の記載方法 

(１)証明事項１ 

「上記施設の開設地の属する区域の病床の現状」については、次の点に留

意し、それぞれ記載してください。 

 

 １)「単位区域」欄 

上記施設について、次により「基準病床数」算定の基礎となる区域（医

療法施行規則（以下「規則」という。）第30条の29に規定する区域による。）

の名称を記載してください。 

ア）一般病床の場合 

医療計画において医療圏として設定した区域名を記載してください。 

イ）精神病床及び結核病床の場合 

当該都道府県名を記載してください。 

２)「基準病床数」欄 

医療計画において算定した当該区域の基準病床数を記載してください。 

３)「既存病床数」欄 

当該区域内の許可病床数により補正後の現在病床数を記載してください。 

なお、病床数の補正は、規則第30条の33に定めるところにより行ってく

ださい。 

 

(２)証明事項２ 

１）「上記施設の事業計画が、独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表

18の１」から「別表18の４」の規定に該当する事由」については、病床充

足地域であっても貸付の対象とするために必要とするものです。 

 

ア）「別表18の１」又は「別表18の２」に該当する場合 

上記病院の新設又は増床事業が、独立行政法人福祉医療機構貸付準則（以

下「準則」という。）「別表 18 の１」又は「別表 18 の２」に規定する

事業であって、規則第 30 条の 32 の２に定める事項のいずれか一つに該

当する事業であることを記載してください。 

（例） 

独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表18の１」に規定する医療法施行

規則第30条の32の２第１項第１号に掲げる専らがんに関し、診断及び治療等

を行う病院の新設事業に該当する事業計画である 等 

 

イ）「別表18の３」に該当する場合 

上記病院の新設又は増床事業が、準則「別表18の３」に規定する事業



 

であって、規則第30条の33に掲げる障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第６項に規定

する療養介護を行う事業であることを記載してください。 

（例） 

独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表18の３」に規定する医療法施行

規則第30条の33第１項第１号に掲げる障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第５条第６項に規定する療養介護を行う施設である

病院として開設を認める新設事業に該当する事業計画である 等 

 

２）「上記施設の施設整備が、診療機能の向上又は医療計画に定める事項

の達成を推進するために必要と認められる事由」については、乙種増改築

資金に係る増改築事業の場合で、医療計画を推進していくうえで必要な病

院・病床について、通常の利率より低い利率を適用するために必要とする

ものです。 

 

ア）①に該当する場合 

国庫補助対象事業である「医療施設近代化施設整備事業」による病院の

増改築事業をいいます。 

イ）②に該当する場合 

上記病院の増改築事業（減床する場合に限る。）が、規則第30条の32の

２第１項各号に掲げる病床並びに当該病床と機能及び性格を同じくする

病床であることを記載してください。 

（例） 

② 医療法施行規則第30条の32の２第１項第１号に掲げる専らがんに関し、

診断及び治療等を行う病院の病床として機能の向上に係るもの 等 

ウ）③に該当する場合 

法第30条の４第２項に基づき医療計画に定める事項のうち、該当するも

のを次のとおり記載してください（括弧欄は具体的に記入してください。）。 

なお、③に該当が無い場合、500床以上の病院については、融資の対象

にならないことにご留意ください。 

【医療連携体制に関する事項】 

法第30条の４第２項第２号に基づく５疾病６事業等の医療連携体制

において、必要な医療機能を担う病院として名称が医療計画に記載さ

れている又は必要となる医療機能を備えていると認められる場合は、

該当する疾病名または事業名を記載してください。 

【医療連携体制以外の事項】 

法第30条の４第２項に基づき医療計画に定める事項（第２号の医療

連携体制に関する事項を除く。）の達成を推進していくうえで、当該



 

病院の役割等が必要と認められる事項を記載してください。 

 

３）「上記施設が、医療計画に定める地域医療構想の達成を推進するため

に必要と認められる事由」については、地域医療構想支援資金（独立行政

法人福祉医療機構業務方法書附則第１２条）の貸付対象及び貸付利率の優

遇措置としての適否を判断するために必要とするものです。 

医療法第30条の４第２項第７項に基づき策定された地域医療構想の実現

に向けた計画と認められる場合は、チェックを入れてください。 

なお、証明書に記載のある「地域医療構想の実現に向けた取組みである

もの」とは、下記の内容も含めて考えております。 

 

 

○有床診療所 

１ 有床診療所の設置・整備資金の融資に係る別紙１の証明願があった場合は、

次の当機構で定める取扱いの原則にご留意のうえ、別紙２の証明書により証

明ください。 

(１)有床診療所の開設又は有床診療所の病床数の増加等に関して法第30条の 

11の規定による勧告に従わない場合には、融資を行わない。 

(２)貸付けの対象となる有床診療所の病床不足地域の定義は、規則第30条の 

30及び規則第30条の31の規定による医療計画に定められた区域のうち基準 

病床数に満たない区域であること。 

(３)病床充足地域であっても、規則第30条の32の２の規定に基づく病床を含 

•  地域医療構想調整会議において、「平成37（２０２５）年に向けた対応方 

針」（以下「方針」という。）の協議が調った病院（診療所）の計画 

 

•  地域医療構想調整会議における方針が未だ調っていないものの、次の①か

ら⑦に該当する病院（診療所）の計画 

① 今回の病院（診療所）の計画に関して、地域医療構想調整会議におい

て異論がなかった場合 

② 病床配分を受ける場合 

③ 全体病床数を削減する場合 

④ 医療計画に記載があり、必要な医療を提供する場合 

⑤ 地域に不足する病床機能を提供する場合 

⑥ 公設民営の病院の引き受けを行う場合 

⑦ 上記内容など、都道府県知事による要請・勧告に従って行う場合 



 

む有床診療所の新設事業であれば、貸付けの対象とする。 

(４)病床充足地域であっても、規則第１条の14第７項の規定に基づく病床を含

む有床診療所の新設事業であれば、貸付けの対象とする。 

(５)法第30条の４第２項第７号に規定する地域医療構想の実現に向けた取組

みを実施する医療機関として認められる有床診療所については、地域医療構

想支援資金の貸付けの対象とする。 

 

２ 証明書の記載方法 

(１)証明事項１ 

「上記施設の開設地の属する区域の病床の現状」については、病院と同様

です。ただし、法附則（平成18年法律第84号）第３条第３項及び第４項に

規定する、平成18年12月31日以前に設置された診療所の一般病床について

は、施行日から別途政令で定める日までの間は、基準病床数制度における

既存の一般病床の数には算入しないとされていますが、機構の有床診療所

に対する融資は、平成18年12月31日以前に設置されたものを含めて、すべ

て基準病床数制度に基づき貸付条件を決定することから、証明願申請時点

での病床数の記載をお願いします。 

 

(２)証明事項２ 

１）「上記施設の事業計画が、独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表 

18の１」から「別表18の４」の規定に該当する事由」については、病床

充足地域であっても貸付の対象とするために必要とするものです。 

ア）「別表18の１」に該当する場合 

上記診療所の新設事業が、準則「別表18の１」に規定する事業であっ

て、規則第30条の32の２に定める事項の一に該当する事業であることを

記載してください。（※例示は「病院」２（１）をご参照ください。） 

イ）「別表18の４」に該当する場合 

上記診療所の新設事業が、準則「別表18の４」に規定する事業であっ

て、規則第１条の14第７項に定める事項の一に該当する事業であること

を記載してください。 

（例） 

独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表18の４」に規定する医療法施行

規則第１条の14第７項第１号に掲げる居宅等における医療の提供の推進の

ために必要な診療所として医療計画に記載される診療所に一般病床を設け

るための新設事業に該当する事業計画である 等 

２）「上記施設が、医療計画に定める地域医療構想の達成を推進するため

に必要と認められる事由」については、地域医療構想支援資金（独立行



 

政法人福祉医療機構業務方法書附則第１２条）の貸付対象としての適否

を判断するために必要とするものです。医療法第30条の４第２項第７項

に基づき策定された地域医療構想の実現に向けた例示のような取組みを

実施するものと認められる場合に、チェックを入れてください。（※例

示は、「病院」（２）３）をご参照ください。） 

なお、地域医療構想の実現に向けた取組みとして、有床診療所が無床診

療所となる場合についても、当該証明書にチェックを入れてください。 

 

○病院、有床診療所以外の医療関係施設 

医療提供体制の確保のために、貴職が必要と認めるものに係る証明について

は、融資の案件があった都度、個別に照会することとしたいので、よろしくお

願いいたします。 



床

1

2

上記施設の設置・整備等のため、独立行政法人福祉医療機構資金の融資を受けたいので、

上記の証明事項について証明してください。

　 （開設者）

住所

様

氏名又は名称 ㊞

（注）１．証明願は、両面印刷にて出力し、都道府県知事あて２部提出してください。ただし、都道府県によっては、

    知事が委任した者（保健所長等）が証明する場合があるので、あらかじめ都道府県医務主管課に問い合わせてください。

２．都道府県において1部を申請書として保管し、都道府県知事による証明がされた証明書（1部）を機構あて

    提出してください。

３．計画による増加病床数について、既に開設（一部変更)許可を得ている場合は、その許可年月日を記入してください。

４．証明事項欄は、該当の数字を○で囲んでください。

開設地

計
画
の
概
要

独立行政法人福祉医療機構　病院・有床診療所融資に関する

証 　　　　　明 　　　　　願

病 院 又 は 有 床 診 療 所 管    理    者

名 称 氏 名

　
　
設
置
又
は
整
備
す
る
病
院

 
 
又
は
有
床
診
療
所
の
病
床
数

区  分

病床数（療養病床は再掲）

総数
一般

精神 結核 感染症

証
明
事
項

上記病院又は有床診療所の開設地の区域における病床の現状等

上記病院又は有床診療所の設置・整備に係る診療機能等

床 床 床 床 床

現 在
療養

増加病床数
についての

開設許可年月日

診   療   科   目

現  在

　　　　　年　　　月　　　日

計画完成後

計画による
増　　　減

増 加

減 少 年    月    日
計 画
完成後

別紙1



備 考

独立行政法人福祉医療機構貸付準則「別表18の 」 に規定する

医療法施行規則第 第 号

掲げる

に該当する事業計画である。

①医療施設近代化施設整備事業に係るもの

②医療法施行規則第30条の32の2第1項第 号に掲げる

病院の病床として機能の向上に係るもの

③医療計画を推進するために必要なもの

医療法第30条の4第2項に基づき医療計画に定める事項

(1) 医療連携体制に関する事項

ア　５疾病６事業

がん 脳卒中 心筋梗塞等の心血管疾患

糖尿病 精神疾患 救急医療

災害時における医療 へき地の医療

周産期医療 小児医療（小児救急を含む。）

新興感染症等の感染拡大時における医療

イ　都道府県における疾病の状況等に照らして特に必要と認める医療

精神保健医療対策 障害保健対策 認知症対策

結核・感染症対策 臓器移植対策 難病等対策

その他

※

(2) 医療連携体制以外の事項

上記以外で医療計画を推進していくために必要と認められる事項

※ 次の欄に具体的に記入してください

地域医療構想の実現に向けた取組みであるもの

（備考）

上記のとおり証明する。

証 　　　　　明 　　　　　書

病院又は有床診療所

名　　　　　称 開　　設　　地 開設者の氏名又は名称

精 神

結 核

証
明
事
項
１

に
つ
い
て

区　　　　分 単位区域 基準病床数 既存病床数

上記施設の開設地の属
する区域の病床の現状

一般・療養

次の欄に具体的に記入してください

証
　
　
明
　
　
事
　
　
項
　
　
２
　
　
に
　
　
つ
　
　
い
　
　
て

上記施設の事業計画が、独立行政法人福
祉医療機構貸付準則「別表18の1」から
「別表18の4」までの規定に該当する事由

条の 項第

上記施設の施設整備が、診療機能の向上
又は医療計画に定める事項の達成を推進
するために必要と認められる事由

下記記載事項のうち、該当するものの□の中に✔印を付けてください。

（注）証明事項１について 　証明願に係る増加病床数について、医療計画公示後開設（一部変更）許可を与えている場合は、「既存病

床数」は当該許可を与える直前の病床数を、未許可の場合は、証明日現在の病床数を記入してください。

上記施設が、医療計画に定める地域医療
構想の達成を推進するために必要と認め
られる事由

　　　　　 年　　　 月　　　 日

別紙2



 
福医事第 1021001 号 

令和 6 年 10 月 21 日 

 

 

 

各都道府県知事 様 

 

 

独立行政法人福祉医療機構 

理事長 松縄 正 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明について 

 

 

当機構の業務につきましては、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記につきましては、従前より御協力賜ってきたところですが、今般、各都道府県

知事宛平成 28 年 3 月 31 日付福医事第 0331001 号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に

係る証明について」及び各都道府県医務主管部(局)長宛令和2年4月1日付福医事第0401008

号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明の取扱いについて」の当該証明に係る

記載内容の一元化を図るため、各都道府県知事宛平成 28 年 3 月 31 日付福医事第 0331001 号

「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明について」を廃止いたします。 

また、今後の当該証明及びその取扱いにつきましては、別途、各都道府県医務主管部(局)

長宛令和 6年 10 月 22 日付福医事第 1022001 号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係

る証明とその取扱いについて」をお送りいたしますため、引き続きご協力方、よろしくお願

い申し上げます。 



 
福医事第 1021002 号 

令和 6 年 10 月 21 日 

 

 

 

各 都道府県医務主管部(局)長 様 

 

 

独立行政法人福祉医療機構  

福祉医療貸付部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明の取扱いについて 

 

 

当機構の業務につきましては、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、標記につきましては、従前より御協力賜ってきたところですが、今般、各都道府県

知事宛平成 28 年 3 月 31 日付福医事第 0331001 号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に

係る証明について」及び各都道府県医務主管部(局)長宛令和2年4月1日付福医事第0401008

号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明の取扱いについて」の当該証明に係る

記載内容の一元化を図るため、各都道府県医務主管部(局)長宛令和 2年 4月 1日付福医事第

0401008 号「独立行政法人福祉医療機構の医療貸付に係る証明の取扱いについて」を廃止い

たします。 

また、今後の当該証明及びその取扱いにつきましては、別途、各都道府県医務主管部(局)

長宛お送りする令和 6年 10 月 22 日付福医事第 1022001 号「独立行政法人福祉医療機構の医

療貸付に係る証明とその取扱いについて」をご確認ください。 


